
◎基本情報

主

副

○ 対象 ● 対象外 ○ 対象 ● 対象外

● 経常経費 ○ 臨時的経費

○ 内部管理　　 ○ 法定経費 ○ 指定管理

○ 直営　 ● 一部委託 ○ 全部委託　 ○ 補助助成　 ○ その他

◎事業費

計（事業費＋人件費） 1,566,023 1,518,634 1,649,417 1,532,152

事業費

の内訳

令和3年度決算

決算額　１，１９５，８１７千円
＜内訳＞
諸手当・報酬等　４６，７５６千円、薬品等需用費　４５２，１０８千円、整備等委託料　６８１，４４４千
円、その他　１５，５０９千円

令和4年度予算

予算額　１，０７８，５５２千円
＜内訳＞
諸手当・報酬等　６８，３１２千円、薬品等需用費　２８６，７０６千円、整備等委託料　７０５，２５７千
円、その他　１８，２７７千円

人工 63.0 63.0 63.0 63.0

人件費 453,600 453,600 453,600 453,600

事業費 1,112,423 1,065,034 1,195,817 1,078,552

うち特定財源 1,112,423 0 1,063,349 1,078,279

（単位：千円）

令和2年度決算 令和3年度予算 令和3年度決算 令和4年度予算

令和4 年度

関連法令・条例・
要綱等

廃棄物の処理及び清掃に関する法律、及び同施行規則

他都市の状況

他都市の同種施設においても、各設備の維持管理に務め、施設全体の定格能力の確保を図るとともに、日常的な
点検・整備と老朽化した設備の更新が逐次実施されている。

実施結果

施設のプラント設備等が適切に運転及び性能維持されたことにより、市域内から発生する一般廃棄物（可燃ごみ）
及び告示で定める可燃性産業廃棄物を適正及び安定的に焼却処理することができた。

事業実施における
工夫点

施設の老朽化が進む中、ごみの適切かつ安定的な焼却処理を維持していく上で、設備の適切な整備・保守が必
要となるが、実施内容を精査し経費の圧縮に努めた。

対象者 市民 開始 令和4 年度 終了

事業の性質

事
業
内
容

実施形態

目的

短期

プラント設備、同付帯設備の運転、性能維持設備の運転管理、機器の整備・点検・修繕、外構及び建築物の維持
管理、保守・点検、修繕を行う。

長期

市域内から発生する一般廃棄物（可燃ごみ）及び告示で定める可燃性産業廃棄物を関係法令に基づき適正に処
理する。

取組内容

市域内から発生する一般廃棄物（可燃ごみ）及び告示で定める可燃性産業廃棄物を焼却処理する施設であり、当
該事業は関係法令等に基づき適正に運営管理する事業である。最新の清掃工場として設備の自動化を推進する
とともに、信頼性・安定性のある焼却、効率の良い運営管理を目指している。なお、灰溶融設備は26年度末に廃止
しており、引き続き焼却灰をセメント原料として資源化する。

011-876-1710

施策名
－

アクションプラン 戦略ビジョン

事業名 白石清掃工場運営管理費

評価担当課
所属名 環）環境事業部　白石清掃工場

課長名 堀江　透 担当者名 安藤　康裕 電話番号

事業評価調書

年度 令和3年 会計コード 10 一般 事業コード 24003



◎検証（振り返り）

□ 企画 □ 実施 □ 評価 ■ 対象外 □ 回答 □ 反映

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

千
円

● A ○ B ○ C ○ 評価省略対象事業・前年度実施なし

○ 改善 ● 現状維持 ○ 休止・廃止

● 拡充 ○ 現状維持 ○ 縮小 ○ その他

千
円

今回の評価

評価の理由
　燃やせるごみの適正かつ安定的な処理体制を維持しながら、ごみ処理施設の整備計画の策定や今後の
清掃工場運用計画等の検討に合わせて、より効率的な運営体制の検討・見直しを進めていく必要がある。

次年度の
取組の
方向性・
改善内容

事業
内容

　焼却施設の安定運用を図るため、高効率発電に係る基幹的設備の更新及び定期的な部品交換も必要で
あることから、事業費の増加が見込まれる。

予算
　施設の老朽化による故障対応のため経費増も見込まれるが、計画
的な整備及び効率的な運転を実施することで、適正な施設維持管理
に努める。

見直し効果額 0

前回の評価

今年度取り組んだ
見直し内容

　施設の老朽化が進む中、工場の処理機能を維持し、適正処理を行
うためには適切な整備が必要となり整備費等の増となるが、実施内
容を精査し、経費の圧縮に努めた。

見直し効果額
（前年度）

0

市民参加の実施 市民参加結果への対応

今後の改善点

　工場設備の老朽化が進む現状においては、今後も引き続き工場の処理機能を維持するために適切で十分
な整備・保守を継続的・計画的に行う必要がある。

事業の実施手法
（事業の効率性、

実施主体は適切か）
A

　ごみの焼却処理は廃棄物を衛生処理する代表的な手法の一つであり、焼却余熱の積極的な有
効活用により、循環型社会構築に欠かせない適切な処理方法である。

対象者の満足度
（対象者のニーズ
に応えているか）

A

　市域内の一般家庭及び事業者から排出される一般廃棄物は「廃棄物の処理及び清掃に関する
法律」において、市町村に処理責務があり、当該事業は、燃やせるごみについて、関係法令を遵
守しつつ衛生的に処理するものであり、市民生活に不可欠な事業となっている。

事業の成果
（目的をどの程度
達成できたか）

A

　燃やせるごみを滞りなく適切及び安定的に焼却処理することができた。また、ごみを燃やす際に
発生する熱を有効利用して発電を行うなど、環境負荷の軽減を図った。

事業規模
（事業ボリューム

は適切か）
A

　清掃工場に求められる機能である焼却量（指標）と余熱を有効利用した発電量（指標）はいずれ
も計画に対し十分な実績をあげており、適正な事業水準である。

項目 判定 理由

成果指標２

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

成果指標１

指標名

令和2年度実績 令和3年度目標 令和3年度実績 令和4年度目標

活動指標２

指標名 有効利用による自家発電量（ｋWｈ）（清掃工場総計）

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

141829296 141635640

活動指標１

指標名 ごみ焼却量（ｔ）（清掃工場総計）

令和2年度実績 令和3年度予定 令和3年度実績 令和4年度予定

438,890 455,823


